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 香港ドル -17円

第1期 2020年2月 0円
- - -

 米ドル -247円

- - -
 ユーロ +20円

設定来合計 0円

- - -
 その他 +8円

- - -
　　　信託報酬・その他 -16円

- - -

+87円

 その他 +0円

 ひふみワールド＋ 投資信託財産の構成
 米国 +639円

 欧州 +25円

 アジア・オセアニア

 純資産総額
基準価額変動額（月次） +500円
〔内訳〕

分配の推移（１万口当たり、税引前）

　　　株式・投資証券 +751円

　　　為替 -235円

10,599円
630.16億円

 ひふみワールドマザーファンド 100.69%
 現金等 -0.69%
 合計 100.00%

5.99%ひふみワールド＋ 4.95% 17.06% 6.34% - -
1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年

 ひふみワールド＋の運用状況  基準価額の変動要因
 基準価額

 運用成績
設定来

追加型投信/海外/株式

 基準価額等の推移（日次）

作成基準日：2020年7月31日

2020年7月度 月次運用レポート

※当レポートで言う基準価額とは
「ひふみワールド＋」の一万口あ
たりの値段のことです。また信託
報酬控除後の値です。信託報酬は、
純資産総額が5,000億円までは年率
1.628%（税込）、5,000億円を超え
1 兆 円 ま で の 部 分 は 年 率 1.518%
（税込）、1兆円を超える部分につ
いては年率1.353%（税込）となり
ます。

※当レポートにおいて特段の注記が
ない場合は、基準日時点における
組入銘柄比率や運用実績を表して
います。また運用成績など表記の
値については、小数点第三位を四
捨五入して表示しています。その
ため組入比率などでは合計が100%
にならない場合があります。

※「純資産総額」は100万円未満を切
捨てで表示しています。

※「ひふみワールド＋」は、ひふみ
ワールドマザーファンド（親投資
信託）を通じて実質的に株式へ投
資しています。

※「現金等」には未収・未払項目な
どが含まれるため、マイナスとな
る場合があります。

※「基準価額の変動要因」は、月間
の変動額を主な要因に分解した概
算値であり、実際の数値とは異な
る場合があります。また、四捨五
入等の関係で、内訳の各数値の合
計は「株式・投資証券」「為替」
や「基準価額変動額」と合わない
場合があります。「株式・投資証
券」のうち、米国には米ドル建て、
欧州にはユーロ、イギリス・ポン
ド、スウェーデン・クローナ建て、
アジア・オセアニアには香港ドル
建て等の株式・投資証券が含まれ
ます。「信託報酬・その他」のそ
の他には、設定、解約の影響など
があります。
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円10,599

純資産
総額

（右軸）

（設定日）

ひふみワールド＋

ひふみ
ワールド＋
基準価額
（左軸）

レオス・キャピタルワークスよりお客様へ
運用状況ならびに運用責任者からお客様へのメッセージなどをご報告します。

運用実績
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 海外投資証券 2.01%

 現金等 9.70%

 組み入れ上位10業種 比率

アイルランド

1

2

3

4

5

6

7 ドイツ

9 香港 1.20%

10 イスラエル 1.04%

カナダ 1.87%

2.18%

8.50%

7.95%

5.16%

 ひふみワールドマザーファンドの状況

99銘柄 組み入れ銘柄数

 純資産総額 777.78億円

 組み入れ上位10カ国 比率

62.34%

7.00%

4.77%

アメリカ

中国

フランス

8

2.62%

2.51%

スウェーデン

イギリス

 合計 100.00%

 海外株式 88.29%

 組み入れ上位10通貨 比率

72.46%

中国元

台湾ドル

3

4

5

6

7

8

8.71%

8.23%

8.17%

14.00%

2.21%

 資産配分比率

 3,000億円未満 2.93%

 時価総額別比率

 10兆円以上 21.27%

 1兆円以上10兆円未満 52.09%

9

10

フィリピン・ペソ 0.22%

    -           -

米ドル

ユーロ

香港ドル

イギリス・ポンド

オーストラリア・ドル

5.32%

1.31%

1.19%

0.85%

1.14%

0.84%

6.95%

スウェーデン・クローナ

1

2

 3,000億円以上1兆円未満

3.66%

2.68%食品・飲料・タバコ

1
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9

10

ソフトウェア・サービス

メディア・娯楽

各種金融

小売

資本財

半導体・半導体製造装置

ヘルスケア機器・サービス

消費者サービス

食品・生活必需品小売り

4.48%

18.68%

※「資産配分比率」「時価総額別比
率」「組み入れ上位10カ国比率」
「組み入れ上位10通貨比率」「組
み入れ上位10業種比率」 はマ
ザーファンドの純資産総額に対す
る比率を表示しております。

※「海外投資証券」はREIT（不動
産投資信託）等です。

※「現金等」には未収・未払項目な
どが含まれるため、マイナスとな
る場合があります。

※「時価総額別比率」は基準日時点
のBloombergの情報を元に作成し
ております。

※「組み入れ上位10カ国比率」は
原則として発行国で区分しており
ます。なお、国には地域が含まれ
ます。

※「組み入れ上位10業種比率」は
株式における上位業種を表示し、
原則としてGICS（世界産業分類
基準）の産業グループ分類に準じ
て表示しております。

資産配分比率などの状況
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2

3

アイルランド

アメリカ

銘柄名
銘柄紹介

1

組入比率国 通貨 業種

アメリカ 2.22%

2.21%

1.96%

食品・生活必需品小売り米ドル

ソフトウェア・サービス

半導体・半導体製造装置

米ドル

米ドル

BJ'S WHOLESALE CLUB HOLDINGS, INC.

ACCENTURE PLC-CL A

NVIDIA CORPORATION

造園業者向けの造園用品販売会社。野外照明、肥料、草の種子、芝生ケア用
器具等を米国とカナダ全土で販売し、充実した品揃えを背景に中小の販売会
社からシェアを奪い店舗数の拡大を伴って成長している。

フランスの総合メディア企業であり、音楽、ケーブルテレビ、ゲーム、広告代理
店事業など幅広く保有する。特に音楽は三大レーベルの1社であるUniversal
Musicを保有しておりストリーミングの普及拡大による成長加速が期待される。

大手製薬メーカーや新興バイオテクノロジーなどのライフサイエンス企業に特化したCRM（顧客関係管
理）サービスとコンテンツデータ管理サービスを提供。創業者はセールスフォースに勤務後、CRMビジ
ネスの成長性を感じ製薬会社特化型企業として同社を設立。事実上の業界プラットフォームであり、採用
顧客の増加とそれらの顧客へのクロスセル・アップセルを行なう一方、買収にも積極的で業績拡大中。

資本財

メディア・娯楽

ヘルスケア機器・サービス

半導体・半導体製造装置

米ドル

ユーロ

米ドル

米ドル 1.74%
画像処理装置(GPU)の世界的大手。引き続きゲーム用途や映像制作でも高い
成長が見込める他にも、自動運転などに利用される画像の自動認識やAIなど
への用途拡大により成長率の高まりが期待される。

6

5

4

アメリカ

アメリカ

アメリカ

1.91%

1.90%

1.86%

ソフトウェア・サービス

半導体・半導体製造装置

半導体・半導体製造装置

米ドル

米ドル

米ドル

10

9

8

7

アメリカ

フランス

アメリカ

アメリカ

米国の東海岸を中心に店舗展開する会員制ホールセールクラブ。コストコ、ウォ
ルマート傘下のサムズクラブに次ぐ第3位。Eコマース時代でもホールセールクラ
ブへの需要は堅調と考えられる他、店舗拡大による成長余地が大きい。

コンサルティングサービス会社。経営・技術に関するコンサルティングサー
ビスおよびソリューションを提供。世界中の各業種を対象とした特殊技術と
ソリューションに従事。

スマートフォンなど通信機器に使う半導体とその周辺回路、ソフトウエアを
開発する。５G対応半導体も製品化。あらゆる通信デバイスに欠かせない技
術を持つ。

ソフトウエア会社。EDAと呼ばれる半導体開発用のデザインソフトウェアの
世界最大手の一角であるほか、半導体の設計とその知的財産権の販売も行な
う。

プログラマブルロジック・ソリューションの設計・開発・販売会社。最先端のIC、ソフトウエア設計ツー
ル、コアロジックとして実行される設定済みシステム機能、フィールドエンジニアリングサポートなどの
ソリューションを手掛ける。米国内外で複数の流通網を通じ、顧客に製品を販売する。

QUALCOMM INCORPORATED

CADENCE DESIGN SYSTEMS, INC.

XILINX, INC.

TEXAS INSTRUMENTS INCORPORATED

SITEONE LANDSCAPE SUPPLY, INC.

VIVENDI S.A.

VEEVA SYSTEMS INC.

1.77%

1.76%

1.76%

半導体製品設計・製造会社。アナログICおよび組込みプロセッサを開発。世
界各地で事業を展開。

※国は原則として発行国を表示しています。なお、国には地域が含まれます。
※業種は原則としてGICS（世界産業分類基準）の産業グループ分類に準じて表示しています。
※組入比率はマザーファンドの純資産総額に対する比率です。

銘柄紹介（基準日時点の組入比率1~10位）
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 MSCI ACWI ex JAPAN(配当込み)(米ドルベース)の推移  米ドル／円の推移

当月騰落率 +6.72% 当月騰落率 -2.91%

 ユーロ／円の推移  香港ドル／円の推移

当月騰落率 +2.52% 当月騰落率 -2.88%

※MSCI ACWI ex JAPANは当ファン
ドのベンチマーク（運用する際に
目標とする基準）ではありません
が、参考として記載しています。
なお、MSCI ACWI ex JAPANは配
当込みで、米ドルベースです。
MSCI ACWI ex JAPANは、MSCI
Inc.が開発した、日本を除く世界の
先進国、新興国の株式を対象とし
て算出している指数です。同指数
に関する著作権、知的所有権その
他一切の権利はMSCI Inc.に帰属し
ます。

※為替レートは一般社団法人 投資信
託協会が発表する仲値（TTM）で
す。
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※MSCI ACWI ex JAPAN （配当 込
み）はBloombergのデータを元に
作成しております。なお、MSCI
ACWI ex JAPANの当月騰落率は、
基準価額への反映を考慮して、月
末前営業日の指数値を基に算出し
ております。

ご参考：市場動向
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※組入比率など運用についての記述
は、すべてひふみワールドマザー
ファンドに関するご説明です。

※当資料では「ひふみワールドマ
ザーファンド」のことを「ひふみ
ワールド」と略する場合がありま
す。

運用責任者よりお客様へ

5

代表取締役副社長
運用本部長

ひふみワールド＋運用責任者

湯浅光裕

7月の米国株式市場は、新型コロナウイルスワクチン開発の進展と景

気回復継続への期待から、ヘルスケア、ハイテク企業を中心に上昇し、

ハイテク株中心のNASDAQ指数は7月中旬に最高値更新となりました。

月末のFOMC（米国連邦公開市場委員会）では、 国内経済を支えるた

めに米金融当局はあらゆる手段を尽くすこと、6月末までとしていたウ

イルス発生後に導入した各種政策を2021年3月まで延長することなど

を表明し、ウイルスに左右される経済をしっかり支える発言もあり堅

調な動きとなりました。

欧州、中国市場は軟調な展開でした。欧州委員会が経済見通しを引

き下げたことから市場は下落しました。その後は欧州復興基金で各国

が合意し投資家に安心感が広がり若干戻しました。中国市場は4−6月

期GDP（国内総生産）成長率が堅調であったことから上昇しましたが、

政府系基金が保有株式縮小を表明するなど市場抑制の動きも見られ、

上昇率は限定的でした。

米中問題では、米国がヒューストンの中国総領事館閉鎖を要求し、

これを閉鎖しました。これに対応し中国も四川省成都の米国総領事館

の閉鎖を要求し、これも閉鎖するなど外交面での改善は今のところ望

めません。

このような環境下、ひふみワールド＋は半導体関連で上昇した銘柄

やウィズコロナ銘柄の一部売却を行なう一方、全体的に上昇したバ

リュエーションを抑える効果を期待し、個人消費関連で割安な銘柄を

組み入れました。このような運用の結果、7月のひふみワールド＋は前

月比4.95％の上昇となりました。新型コロナウイルス感染者数が世界

で再び増加した7月の米国ISM製造業景況感指数は前月に引き続き上昇

し、また、同月中国の財新製造業PMIも2011年1月以来の高い水準でそ

れぞれ堅調な経済動向を確認できています。引き続き個別企業の特性

や優位性を慎重にポートフォリオに反映させてまいります。今後とも

ひふみワールド＋をよろしくお願いいたします。

ひふみアカデミー（月次運用報告会）のご案内

毎月、運用についてご報告するとともに、今後の経済や株式相場などの見
通しについてご説明している「ひふみアカデミー」。ひふみワールド＋の運
用責任者である湯浅と運用部メンバーより、約30分間の動画配信にてご報告
しております。
運用状況の他、経済環境や株式市場、経済見通しを知りたい方にもおすす

めのセミナーです。

YouTube動画セミナー「ひふみアカデミー」
https://www.youtube.com/playlist?list=PLkwGm3S_gh8S2ze4qSie9yAjrJidz3_7t

https://www.youtube.com/playlist?list=PLkwGm3S_gh8S2ze4qSie9yAjrJidz3_7t
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市場環境の見通しについて
運用本部

経済調査室長
三宅一弘

6

主要各国とも難しい舵取りながら過剰マネー支えに底堅い展開
コロナ禍でデジタル・リモート化進展、新旧経済の交代加速
米国をはじめ主要国経済の先行きを占う上で、消費動向がカギを握ります。米国経済をみますと、

新型コロナウイルスの感染拡大に伴う経済活動の激減と失業増大によって雇用者報酬が3～4月に
急減しましたが、トランプ政権の大規模な現金給付や失業保険の拡充策（週600ドルの上乗せ支給
など）で、むしろ個人所得全体では4月以降急増し、消費はロックダウン解除後の5月からV字回復
をみせました。ところが、米議会で追加経済対策がまとまらなかったことで、失業保険の週600ド
ルの上乗せが7月末に失効してしまい、加えて、現金給付の効果も剥落しつつあります。米国経済
は財政支援の剥落（いわゆる財政の崖）のリスクが高まる中で、8月前半に追加経済対策の与野党
協議がまとまるのか、当面の焦点になっています。市場の見方は11月3日の大統領・連邦議会選挙
を控えて、与野党が歩み寄り、追加経済対策がまとまるというのが大勢でしょう。

コロナ禍は世界各国に同時的に深刻な打撃を与えています。米国と同様に欧州や日本でも新型コ
ロナウイルスの感染拡大に対するロックダウン（移動･外出制限など）の感染抑制策を断行し、そ
れに伴う経済活動激減への対応策（所得補償、資金繰りや雇用支援など）がとられました。そして、
効果発現による感染抑制とロックダウン解除が、消費など経済活動のV字型回復をもたらしました。
ところが、移動･外出制限が緩和されると、感染が再拡大し、それを抑制するために再び感染抑制
策（自粛措置）がとられ、経済活動を鈍らせる事例が増えています。7月以降の日･独などもそう
した一例です。日米欧など主要各国ではV字型回復を示した経済活動がこのところ鈍化し、8月以
降、追加経済対策が検討される局面に入っていますが、これまでの大規模な財政出動で各国とも財
政余力は低下しています。各国とも、感染抑制をはかりながら経済活動の継続（ロックダウンの回
避、財政出動）を目指す、難しい舵取りが迫られる中で金融緩和政策への依存度が高まる方向とみ
られます。

一方、香港を巡る米中の対立は、中国が香港国家安全維持法を6月末に施行したのに対して、米
国は香港に対する優遇措置の廃止（大統領令）や、対中制裁のための香港自治法（中国当局者の資
産凍結、金融制裁など）を7月14日に成立させました。また、米中双方が総領事館の閉鎖命令を出
し合う報復合戦が行なわれました。米政府は国防権限法2019に基づき8月13日から、中国5社
（ファーウェイ、ZTE、ハイクビジョン、ダーファ・テクノロジー、ハイテラ）の製品を使う企
業・団体などとの取引も禁止します（2019年8月13日から上記5社との直接取引を禁止）。ファー
ウェイなどを排除する動きが強化されます。ただし、米中対立の火種として警戒された香港の立法
会選挙は民主派勢力の増大を警戒した中国政府の意向などで、当初予定の9月6日から1年延期が決
まり、問題先送りとなりました。大統領選挙を控えて劣勢に立つトランプ政権は株安を招く対中強
硬策は採らないとの見方が市場の大勢になっています。

米国では8月後半に共和と民主党が党大会を開催し、正副大統領候補を正式に決めます。特に民
主党は反企業や格差是正を目指す左寄りの政策方針をどの程度打ち出すのかが注目されます。また、
9月15～16日のFOMC（米国連邦公開市場委員会）では追加緩和観測が広がっていますが、方向性
を見る上で、8月27～28日のカンザスシティー連銀主催の経済シンポジウムが注目されます。主要
国株式市場は、超金融緩和と過剰マネーの流入や米政権の株高政策期待などのプラス材料と、新型
コロナウイルスの拡大･再燃懸念（経済活動の制限）や財政の崖リスクといったマイナス材料が綱
引きする構図とみられますが、総じて好材料がやや優勢とみられ、もみ合いないしはジリ高の展開
が予想されます。コロナとの共生期の物色動向は、経済のデジタル化やリモート化を柱に新旧経済
の交代を織り込む二極化相場が進展しそうです。

（8月5日）
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 基準価額の変動要因
• 「ひふみワールド＋」は、マザーファンドを通じて株式など値動きのある証券（外国の証券には為替リスクもあります。）に投資い

たしますので、基準価額は、大きく変動します。したがって、投資元本が保証されているものではなく、これを割り込むことがあり
ます。これらの運用により生じる利益および損失は、すべてお客様（受益者）に帰属します。

• 投資信託は預貯金等とは異なります。
 基準価額の変動要因となる主なリスク

株価変動リスク
「ひふみワールド＋」は、海外の株式を組み入れるため、株価変動の影響を大きく受けます。一般に株
式の価格は、個々の企業の活動や業績、経済・政治情勢などの影響を受け変動するため、株式の価格が
下落した場合には基準価額は下落し、投資元本を割り込むことがあります。

流動性リスク

有価証券等を売買しようとする際に、市場に十分な需要や供給がない場合や取引規制等により十分な流
動性のもとでの取引が行なえない、あるいは不利な条件で取引を強いられる場合があります。これによ
り、当該有価証券等を期待する価格で売却できない可能性があり、この場合、不測の損失を被るリスク
があり、基準価額が下落するおそれがあります。

信用リスク

有価証券等の発行者や有価証券の貸付け等における取引先等の経営•財務状況が悪化した場合またはそれ
が予想される場合もしくはこれらに関する外部評価の悪化があった場合等に、当該有価証券等の価格が
下落することやその価値がなくなること、または利払いや償還金の支払いが滞る等の債務が不履行とな
るおそれがあります。投資した企業等にこのような重大な危機が生じた場合には、大きな損失が生じる
リスクがあります。

為替変動リスク
外貨建資産については、当該通貨の円に対する為替変動の影響を受け、組入外貨建資産について、当該
通貨の為替レートが円高方向に変動した場合には、基準価額が下落する要因となり、損失が生じること
があります。

カントリーリスク
（エマージング市場
に関わるリスク）

当該国・地域の政治・経済情勢や株式を発行している企業の業績、市場の需給等、さまざまな要因を反
映して、基準価額が大きく変動するリスクがあります。なお、エマージング市場（新興国市場）への投
資においては、政治・経済的不確実性、決済システム等市場インフラの未発達、情報開示制度や監督当
局による法制度の未整備、為替レートの大きな変動、外国への送金規制等の状況によって有価証券の価
格変動が大きくなる場合があります。

※投資リスク(基準価額の変動要因)は、上記に限定されるものではありません。

投資リスク

「ひふみワールド＋」は、マザーファンドを通じて信託財産の長期的な成長を図るため、次の仕組みで運用します。
①日本を除く世界各国の株式等を主要な投資対象とし、成長性が高いと判断される銘柄を中心に選別して投資します。
②株式の組入比率は変化します。
③株式の組入資産については、原則として為替ヘッジを行ないません。
④運用はファミリーファンド方式により、マザーファンドを通じて行ないます。

 追加型株式投資信託である「ひふみワールド＋」の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払
戻金（特別分配金）」の区分があります。

 収益分配金支払い後の基準価額が、そのお客様（受益者）の個別元本と同額の場合または上回っている場合には、当該収益分配金の
全額が「普通分配金」となります。普通分配金は、配当所得として課税対象になります。

 収益分配金支払い後の基準価額がそのお客様（受益者）の個別元本を下回っている場合には、その下回る部分の額が「元本払戻金
（特別分配金）」となります。当該収益分配金から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額は普通分配金となります。
元本払戻金（特別分配金）は、実質的に元本の一部払い戻しとみなされ、非課税扱いとなります。お客様が元本払戻金（特別分配
金）を受け取った場合、その後の個別元本は、元本払戻金（特別分配金）の額だけ減少します。

収益分配金の仕組みについて

※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご確認ください

ひふみワールド＋の特色
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 当資料はレオス・キャピタルワークスが作成した販売用資料です。投資信託のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資
信託説明書（交付目論見書）」の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

 当資料に記載されている当社が運用する投資信託の過去の運用結果等は、将来の結果等をお約束するものではありません。また、当該
過去の運用結果等は、当該投資信託に投資をされた各投資家の利回りを表すものではありません。

 当資料は作成日における信頼できる情報に基づき作成しておりますが、内容の正確性・完全性を保証するものではなく、また記載され
ている内容は予告なく変更される場合があります。

 投資信託は、預金等や保険契約とは異なり金利や相場等の変動により、元本欠損が生じる可能性があります。預金保険機構、貯金保険
機構、および保険契約者保護機構の保護対象ではありませんが、証券会社を通じてご購入いただいた場合は投資者保護基金の保護対象
となります。

 セミナー等で金融商品の説明等をすることや、お客様からのご依頼がある場合に金融商品に関連する追加の説明等をすることがありま
す。しかしながら、売買の推奨等を目的とした投資勧誘は行ないません。また、金融商品の案内、説明等はあくまで各お客様ご自身の
ご判断に資するための情報提供目的であり、金融商品の購入等を推奨するものでもありません。

当資料のご留意点
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◇直接ご負担いただく費用
申込手数料：3.30％（税抜き3.00％）を上限として、販売会社が定める料率とします。

「自動けいぞく投資コース」において、収益分配金を再投資する場合は無手数料です。
信託財産留保額：ありません。

◇間接的にご負担いただく費用：次のとおりです。

商品分類 追加型投信／海外／株式
当初設定日 2019年12月13日
信託期間 無期限
決算日 毎年2月15日（休業日の場合、翌営業日）

収益の分配 決算時に収益分配方針に基づいて分配を行ないます。
購入単位 販売会社が定める単位となります。なお、収益分配金の再投資は、１円以上１円単位となります。
購入価額 ご購入のお申込受付日の翌営業日の基準価額（1万口当り）
購入代金 販売会社が定める日までに販売会社にお支払いください。

換金（解約）単位 販売会社が定める単位となります。
換金価額 解約の請求受付日の翌営業日の基準価額（1万口当り）
換金代金 解約の請求受付日から起算して5営業日目から、販売会社の本・支店等においてお支払いいたします。

購入・換金申込
受付不可日

ニューヨーク証券取引所または香港証券取引所のいずれかの休業日と同じ日付の場合には、申込受付は行
ないません。

申込締切時間
購入・換金ともに、毎営業日の15時までに受け付けたものを当日のお申込みとします。（申込受付不可日
は除きます。）ただし、販売会社によって受付時間が異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問い
合わせください。

課税関係 課税上は、株式投資信託として取り扱われます。配当控除の適用はありません。公募株式投資信託は税法
上、少額投資非課税制度の適用対象です。税法が改正された場合等には、変更となる場合があります。

お申込メモ

お客様にご負担いただく費用

運用管理費用
（信託報酬）

※上段は年率
下段は税抜年率

信託財産の純資産総額に対して下記に記載の率を乗じて得た額。
信託報酬とは、投資信託の運用・管理にかかる費用のことです。
日々計算されて、毎計算期間の最初の6ヵ月終了日および毎計算期末または信託終了のとき「ひふみワールド
＋」の信託財産から支払われます。また、ひふみワールド＋は、純資産総額が一定金額に達すると、一定金額
を超えた部分に対して信託報酬が逓減される仕組みとなっています。
運用管理費用の配分（上段は年率、下段は税抜年率です。）

純資産総額 委託会社 販売会社 受託会社 合計

5,000億円まで 0.8030%
（0.7300%）

0.8030%
（0.7300%）

0.0220%
（0.0200%）

1.6280%
（1.4800%）

5,000億円を超える部分 0.7480%
（0.6800%）

0.7480%
（0.6800%）

0.0220%
（0.0200%）

1.5180%
（1.3800%）

1兆円を超える部分 0.6655%
（0.6050%）

0.6655%
（0.6050%）

0.0220%
（0.0200%）

1.3530%
（1.2300%）

監査費用
信託財産の純資産総額に対して年率0.0055％（税抜年率0.0050％）を乗じて得た額。（なお、上限を年間99万
円（税抜年間90万円）とします。当該上限金額は契約条件の見直しにより変更となる場合があります。）日々
計算されて、毎計算期末または信託終了のときに信託財産から支払われます。

その他費用・
手数料

組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料（それにかかる消費税）、先物取引・オプション取引等に
要する費用、外貨建資産の保管等に要する費用、租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託会社の立て
替えた立替金の利息など。これらの費用は、運用状況等により変動するものであり、予めその金額や上限額、
計算方法等を具体的に記載することはできません。

レオス・キャピタルワークス株式会社
電話：03-6266-0129
受付時間：（2020年4月6日より）営業日の10時～16時
ウェブサイト：https://www.rheos.jp/

委託会社：レオス・キャピタルワークス株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第1151号
加入協会 一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会
受託会社：三菱UFJ信託銀行株式会社
販売会社：後述の「販売会社」でご確認いただけます

当ファンドや販売会社についての照会先ファンドの関係法人

※手数料等の合計金額については保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。
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※お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。販売会社については、今後変更となる場合があります。

金融商品取引業者名 登録番号 日本証券業
協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団法
人第二種金
融商品取引
業協会

株式会社青森銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第1号 ○
株式会社秋田銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第2号 ○
株式会社イオン銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○
株式会社岩手銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第3号 ○
株式会社関西みらい銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第7号 ○ ○
株式会社熊本銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第6号 ○
株式会社佐賀銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第1号 ○ ○
株式会社四国銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第3号 ○
株式会社ジャパンネット銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○
株式会社十八銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第2号 ○
株式会社荘内銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第6号 ○
株式会社親和銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第3号 ○
ソニー銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第578号 ○ ○ ○
株式会社但馬銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第14号 ○
株式会社千葉興業銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第40号 ○
株式会社栃木銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第57号 ○
株式会社鳥取銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第3号 ○
株式会社福岡銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第7号 ○ ○

金融商品取引業者名 登録番号 日本証券
業協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団
法人第二
種金融商
品取引業
協会

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ ○
エイチ･エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第35号 ○
auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○
株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○
岡三オンライン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第52号 ○ ○ ○
七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第37号 ○
中銀証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第6号 ○
とうほう証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第36号 ○
長野證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第125号 ○
百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○
ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○
広島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長（登金）第44号 ○
フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○
松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○
マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○
株式会社ライブスター証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第8号 ○ ○
楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

※お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。販売会社については、今後変更となる場合があります。

販売会社（銀行）

販売会社（証券会社・その他金融機関）
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